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では二〇〇八年以降の実質国内総所得と実質国内総生産との乖離が観察される。これは、交易条件の悪化にともなう交易損失の発生あったことを意味する。こ条件の （同じ一単位の財の輸入のために、より多くの輸出が必要となっていること）の背景を探ると、石油燃料補助金の影響がみえてくる。インドネシアは二〇〇三年以降、原油・石油製品でみた場合には貿易収支（通関ベース）は輸入超過となっており、石油・ガス部門でみた場合にも二〇〇八年および二〇一二年以降に、貿易収支（同） いる。これは国内生産量が減っていたことに加えて、国内 の石油燃料価格が需給を反映した価格から大きく乖離して低く抑えられていたことで発生した問題であっ 。石油燃料の低 政策が、自動車・オートバイの販売台数の伸びとあいまって、消費量の増大（な
らびに密輸出の頻発） 、そして輸入増を招いていた。これが交易条件の悪化・交易損失 拡大を通じて、実質国内総所得の実質国内総生産から 乖離、すなわち購買力でみた実質所得の海外への漏出を引き起こし いたと考えられる。　
交易条件の悪化のみならず、石





























































ったのはなぜだろうか。その理由のひとつに所得格差の拡大 指摘されている。インドネシアの所得格差については一人あたり消費額を用いて計算されたジニ係数という格差指標（１に近いほど不平等度が高いことを示す）でみることが多い。その値はワヒド＝メガワティ政権期の〇・三三 二〇〇二年）から第一次ユドヨノ政権末には〇・三七（二〇〇九年） 、そして第二次ユドヨノ政権末には〇・四一（二 一 年）と上昇トレンドにあることが確認できる。このように所得格差が拡大する 、同じ一％の経済成長率に対して貧困人口比率は低下しにくくなる。
　
それではなぜ所得格差は拡大し








約のなかで燃料補助金の削減を主張していたが、就任後 一一月、実際に削減に踏み切った。さらに二〇一五年一月一日 ガソリンについては補助金を廃止、軽油や灯油については補助金額を固定したうえで、国際市場価格にあわせて価格が一定の幅をもって変更できるようにした。歴史に残る政策転換だといってもよいだろう。二〇一五年度補正予算をみると、燃料補助金は二七六兆ルピア（歳出総額の約 ％）から六五兆ルピアに引き下げられ、インフラ整備に











 東方孝之「ユドヨノ政権期経済の評価：所得と雇用、格差の分析」 （川村晃一編著『新興民主主義大国インドネシア』 ）アジア経済研究所、二〇一五年一一月刊行予定） 。
